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主            文 

被告人を懲役５年に処する。 

未決勾留日数中１６０日をその刑に算入する。 

理            由 

（犯罪事実） 

 広島弁護士会に所属する弁護士であった被告人は、以下の各犯行に及んだ。 

第１ 平成２１年１２月１１日付けの広島家庭裁判所の審判によりＡの成年後見人

に選任され、同人の財産管理業務に従事していたものであるが、 

１（令和７年１０月２９日付け起訴状記載の公訴事実） 

 Ｂ農業協同組合Ｃ支店に開設された同人名義の普通貯金口座の貯金を同人

のために業務上預かり保管中、別件遺言執行事務に係る預り金の返還として自

己の用途に充てるため、平成３０年１１月１５日、広島市ａ区ｂｃ丁目ｄ番ｅ

号当時の同組合Ｄ支店において、同口座から４００万円を払い戻し、 

２（令和７年１２月２５日付け起訴状記載の公訴事実第１） 

     Ｅ銀行Ｆ支店に開設された「Ａ成年後見人Ｇ」名義の普通預金口座ほか１口

座の預貯金を前記Ａのために業務上預かり保管中、別表１（添付省略）記載の

とおり、自己の用途に充てるため、平成３１年１月１０日から同年３月２６日

までの間、広島市ｆ区ｇ町ｅ番ｉ号株式会社Ｅ銀行Ｆ支店ほか１か所におい

て、３回にわたり、前記２口座から合計８５万１０００円を払い戻し、 

３（令和８年３月２６日付け起訴状記載の公訴事実） 

 Ｅ銀行Ｆ支店に開設された「Ａ成年後見人Ｇ」名義の普通預金口座ほか１口

座の預貯金を前記Ａのために業務上預かり保管中、別表２（添付省略）記載の

とおり、自己の用途に充てるため、令和元年７月１０日から令和５年６月５日

までの間、前記株式会社Ｅ銀行Ｆ支店ほか７か所において、４８回にわたり、

前記２口座から合計２３５７万円を払い戻し、 

もって横領した。 
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第２ Ｈらから同人らを相続人とする被相続人Ｉ及び同Ｊに係る遺産分割申立事件

等を受任したことに関連し、被相続人Ｊの相続財産である不動産により生じる

賃借料等の財産管理等の業務に従事していたものであるが、同財産管理のため

にＥ銀行Ｆ支店に開設した「Ｊ相続人預り口弁護士Ｇ」名義の普通預金口座の

預金を前記Ｈら相続人のために業務上預かり保管中、自己の用途に充てるた

め、 

１（令和７年１２月２５日付け起訴状記載の公訴事実第２） 

別表３（添付省略）記載のとおり、平成３１年１月１１日から同年３月１１

日までの間、３回にわたり、広島市ｆ区ｊｋ番ｌ号株式会社Ｅ銀行Ｋ支店ほか

２か所において、同普通預金口座から合計６３万円を払い戻し、 

２（令和８年３月１７日付け起訴状記載の公訴事実） 

 別表４（添付省略）記載のとおり、令和元年９月２７日から令和５年６月１

２日までの間、２２回にわたり、広島市ａ区ｂｍ丁目ｎ番ｏ号株式会社Ｅ銀行

Ｄ支店ほか４か所において、同普通預金口座から合計３７３万５０００円を払

い戻し、 

もって横領した。 

第３ 成年被後見人Ｌの成年後見人であるＭから前記Ｌの交通事故に関する損害賠

償請求事件を受任し、同人に支払われるべき保険金の請求等の業務に従事して

いたものであるが、令和５年６月１４日、Ｎ保険株式会社から同人に対する保

険金の支払として、Ｅ銀行Ｆ支店に開設されたＧ法律事務所預り口座弁護士Ｇ

名義の普通預金口座に３５００万円の送金を受け、これを前記Ｌのために業務

上預かり保管中、送金を受けた同金銭を同人に遅滞なく引き渡さなければなら

ないのに、 

１（令和８年２月２７日付け起訴状記載の公訴事実） 

   自己の用途に充てるため、別表５（添付省略）記載のとおり、令和５年６月

１６日から令和６年６月２７日までの間、１１回にわたり、前記株式会社Ｅ銀
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行Ｆ支店ほか１か所において、同普通預金口座から合計１７８５万円を払い戻

し、 

２（令和７年１１月１９日付け起訴状記載の公訴事実） 

   別件遺産整理依頼人に対する預り金の返還として自己の用途に充てるため、

令和６年７月２６日、前記株式会社Ｅ銀行Ｆ支店において、同普通預金口座か

ら現金１４２３万４０９７円を払い戻し、 

もって横領した。 

（量刑の事情） 

当時弁護士であり成年後見人や事件の代理人として業務に従事していた被告人

は、成年被後見人らのため業務上預かり保管中の金銭合計約６４８７万円を横領し

た。 

弁護士としての立場を悪用し、約５年８か月の長期にわたって行われた職業的、

常習的犯行である。弁護士や成年後見制度に対する信頼を害した。被害額は多額で

ある。被害者らとは無関係な飲食費、知人への援助等に費消したものであり、経緯

に酌むべき点もない。 

そうすると、被告人が被害者１名に対し４００万円の支払をしたこと、強制競売

や日本弁護士連合会の見舞金により被害の一部は補填される可能性があることを考

慮しても、被告人の刑事責任は重い。前科がないこと、被告人が事実を認め反省し

ていることなど、その他被告人のために酌むべき一般情状も考慮した上、被告人を

主文の刑に処するのが相当と判断する。 

（求刑 懲役７年） 

     令和８年６月１日 

         広島地方裁判所刑事第１部 

 

             裁判官     佐 藤 智 彦 


